
 

【３８】コミュニティ・スクール推進プラン（拡充） 
 

平成２０年度概算要求額：182百万円

（平成１９年度予算額： 90百万円）

事業開始年度：平成１７年度

事業達成年度：平成２１年度

 

 

 

 

初等中等教育局初等中等教育企画課（課長：常盤 豊） 
 

 

 

 

 

 

平成１６年の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により新たに導入された学校運営協議会制度

（コミュニティ・スクール）の全国的な定着及び円滑な活用を図るため、平成１７年度から事業を実施してきたと

ころであるが、同制度の一層の推進を図る。 

 
・コミュニティ・スクール推進事業（調査研究事業） 

４７都道府県 → ３０５校 

・コミュニティ・スクール推進フォーラムの開催 
全国３会場 → 全国５会場 

 

 

 

学校と地域社会との連携・協力を更に進め、地域に開かれた信頼される学校づくりを一層促すためには、保護者

や地域住民が公立学校運営に参画し、ニーズを学校運営により一層的確に反映させることが重要である。そのため

の仕組みとして、平成１６年６月、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され、コミュニティ・ス

クール（学校運営協議会）が導入されたが、平成１９年７月１日現在、全国で２１３校に止まっている。 

 

保護者や地域住民が一定の権限と責任を持って学校運営に正式に参画するコミュニティ・スクールは、これまで

の公立学校運営に全く新しい仕組みを導入するものであり、その全国的な定着及び円滑な活用のためには十分なノ

ウハウの蓄積が必要である。このため、同制度の一層の普及及び推進について国が支援を行っていくことが必要で

あると同時に、学校現場からも支援を求められている。 

 

（本事業に関係する審議会からの提言等） 

・「経済財政改革の基本方針 2007」（H19.6.19 閣議決定） 

・「社会総がかりで教育再生を」（H19.6.1 教育再生会議第二次報告） 

 

 

 

新たな仕組みであるコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）を各地域でそれぞれ実施しようとする場合、

独自の努力により関係情報の収集や先行事例の研究等を行うことが必要となり、その莫大な作業は制度の導入の妨

げとなりかねない。国として全国的な研究の実施及びその成果の普及を行うことにより、新制度の効果的かつ効率

的な実施が可能となる。 
 

（事業アウトプット） 
全国３０５校で調査研究事業が実施され、コミュニティ・スクールの円滑かつ効果的な導入が進む。 

 
（事業アウトカム） 

事業の拡大により研究校が増えることによって、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）について、よ

り広く周知が可能となり、研究校以外でもコミュニティ・スクールの導入が期待される。 
 

●関係課 

●主管課 

●事業の概要 

●効率性 

●必要性 



 

 

 

 

 

（施策目標） 

施策目標２－６ 地域住民に開かれた信頼される学校づくり 

 

（得ようとする効果及びその達成見込み） 

平成２０年度からモデル事業（コミュニティ・スクール推進事業。１地域２年間。）を新規で２００校ずつ

実施することにより、平成２１年４月から平成２２年４月まででは２００校のコミュニティ・スクールが設置

される見込み。 

 

（事業開始時に想定した効果及び１８年度までに得られた効果） 

本事業は、今年度まで４７都道府県でモデル事業を実施することにより、コミュニティ・スクールの設置を

促進してきたところであり、平成１８年４月２日から平成１９年４月１日までの１年間のコミュニティ・スク

ールの指定校数は１４７校となっており、一定の効果は得られている。モデル事業の校数を増加することによ

り目指す効果が達成できると判断した。 

 

  

 

平成１９年４月１日現在、全国で学校運営協議会が設置されている学校数は２３都県３指定都市１９５校。前年度

と比較して１４４校増加であり、進捗にやや遅れが見られると判断。 

 

  

 

各地域におけるコミュニティ・スクールの取組について、パンフレットやホームページにより周知するとともに、

コミュニティ・スクール推進フォーラムについては、新聞、ホームページ等により周知する。 

 

  
 

特になし 

●有効性 

●備考 

●１８年度実績評価結果との関係 

●広報計画 



コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）について

１．制度の導入

保護者や地域住民が学校運営に参画する「学校運営協議会」
を設置可能とするため 「地方教育行政の組織及び運営に関する、
法律」の一部を改正。平成 年 月 日より施行。16 9 9

２．学校運営協議会の主な役割
校長の作成する学校運営の基本方針の承認○

○ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見
（教育委員会はその意見を尊重して教職員を任用）
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※平成１９年度以降の指定予定・検討状況は、平成１８年８月１日現在の文部科学省調査による。

公立学校における学校運営協議会制度(コミュニティ・スクール)の指定(予定)状況
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